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現在，南海トラフを震源域とした巨大地震の発生による，固有周期の長い超高層建物などへの影響が懸

念されており，長時間多数回繰り返し水平力を受ける CFT 柱の安全性検証法を確立する必要がある．この

ような背景から，著者らは角形 CFT 柱の曲げせん断実験を行ってきたが，長周期地震動を想定した，曲げ

せん断実験を高強度材料を用いた CFT 柱で行ったものは少ない．本研究は，建築構造用高強度 780N/mm2

鋼材（H-SA700）を用いた角形 CFT 柱が一定軸力下で一定変位振幅繰返し載荷を受ける場合の挙動を明ら

かにすることを目的とし，材長 L で一端固定，他端自由の片持ち柱形式で，軸力比，変位振幅を実験変数

とした曲げせん断実験を行った．実験結果として，最大荷重，水平力－部材角関係，軸縮み－部材角関係，

ピーク荷重の推移を示した． 
 

     Key Words: Steel-concrete composite structure, Long period ground motion, Fatigue,  
Cyclic behavior, High strength materials 

 
 
1. はじめに 
 

現在，南海トラフを震源域とした巨大地震の発生

による固有周期の長い超高層建物への影響が懸念さ

れている．CFT 柱は超高層事務所建築物に使われる

ことが多い．このような背景から，角形 CFT 柱が一

定変位振幅繰返し載荷を受ける場合の耐力劣化性状

を明らかにする目的で，座屈長さ・断面せい比，軸

力比，変位振幅等を実験変数とした曲げせん断実験

が行われてきた 1) ~8)． 
しかしながら，長周期地震動を想定した，一定変

位振幅繰返し載荷を建築構造用高強度 780N/mm2 鋼

材（H-SA700）を用いた CFT 柱で行ったものは少な

い 9) ~11)． 
本研究は，H-SA700 を用いた角形 CFT 柱が一定軸

力下で一定変位振幅繰返し載荷を受ける場合の挙動

を明らかにすることを目的とし，軸力比，振幅を実

験変数として曲げせん断実験を行ったものである． 
 
 

2. 実験概要 

 

(1) 実験計画 

一定軸力Nのもと繰返し水平力Qを受ける場合の

挙動を明らかにするために，図-1 に示す材長 L で一

端固定，他端自由の片持ち柱形式の，曲げせん断実

験を計画した．実験変数は，1) 変位振幅（部材角

R=/L，：柱頭の水平変位，L：材長），2) 軸力比 n
（=N/N0，N0=sA・sy+cA・cB，sA,cA：それぞれ鋼管，

コンクリートの断面積，sy：鋼管の降伏応力度，cB：

コンクリートの圧縮強度）とした．試験体は 3 体と

し，実験変数は以下のように選んだ． 
1) 変位振幅 R：2%，2.5% 
2) 軸力比 n：0.3，0.4 
実験変数の設定については，変位振幅は既往の研

究 7）より耐力の低下がみられると想定される値を設

定した．また，軸力比 n=0.3，0.4 は，0.3 は常時荷

重を想定し，地震時には変動軸力により常時荷重よ

りも大きな軸力が作用する場合もあることから，一

定軸力ではあるがやや大きめの 0.4 と設定した． 
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表-1 に試験体一覧を示す．また，表中に実際に載

荷した軸力 N と sNy /cN0（sNy=sA・sy ，cN0=cA・cB）

を示す．sNy /cN0は，コンクリートの圧縮耐力に対す

る鋼管の圧縮耐力の比である． 
 

(2) 試験体 

試験体の形状および寸法を図 -2(a)に示す．

H-SA700 の板厚 t =6mm の鋼板をコの字に曲げ，そ

れらを溶接して□-125×125×6の角形断面となるよ

うに製作したものを使用した．約 3m の長さの鋼管

を製作したのち，所定の寸法に切断している．図-2 
(a)に示すように，溶接ビード面がウェブ位置になる

ように製作した．鋼管断面の実測寸法を表-2 に示す．

せい D（ウェブ）は載荷方向の寸法で，幅 B（フラ

ンジ）は載荷方向と直交する方向の寸法である．鋼

管の R 部は外径 Roを自作の定規で計測し，内径 Ri

は Roから板厚の寸法を減じて求めている．鋼管幅厚

比 B/t は約 20 である．これらは，短柱圧縮試験に用

いた長さ 375mm の 3 体の試験体の実測寸法の平均

値である．また，材長 L は 750mm で，座屈長さ・

断面せい比（lk/D）は 12 である．角形断面を製作す

る際の溶接条件は下記のとおりである． 
・入熱：10.7kJ/cm（最大），パス間温度：125℃（最

大） 
・層数：2，溶接材料 YM-80A 
試験体の自由端側には板厚 40mm のエンドプレー

トを隅肉溶接にて取り付けている．固定端側には板

厚 60mm のベースプレートを，下記の方法で取り付

けている．鋼管断面と同じ形状の穴を機械加工にて

ベースプレートに設け，その穴に鋼管を差し込み，

ベースプレート上面，下面を図-2 (b)に示すように隅

肉溶接および部分溶け込み溶接にて取り付けた．ベ

ースプレートと試験体の溶接条件は下記のとおりで

ある． 
・入熱：6.6kJ/cm，パス間温度： 121℃ 
・層数，パス数：1 層，1 パス，溶接材料 YM-55C 

表-2 鋼管実測寸法 

せい 
D (mm) 

幅 
B (mm) 

板厚 
t (mm) 

幅厚比 
B/t 

鋼管断面積 
A(mm2) 

R部外径 
Ro (mm) 

R部内径 
Ri (mm) 

124.5 127.5 6.417 19.9 2919 16.9 10.5 
 

表-3 鋼材引張試験結果 

降伏応力度 
sy (N/mm2) 

引張強さ 
su (N/mm2) 

降伏比 
sy / su 

破断伸び 
EL 

降伏 
ひずみ 
y (%) 

ヤング係数 
E (N/mm2) 

791 856 92.5% 10.2% 0.384 2.06×105 
 

表-4 コンクリート調合表 

Fc 
(N/mm2) 

水セメント比 
(%) 

セメント 
(kg/m3) 

水 
(kg/m3) 

細骨材 
(kg/m3) 

粗骨材 
(kg/m3) 

混和剤 
(kg/m3) 

72 27.0 630 170 740 870 11.66 
 

No. 試験体名 
R 

(%) n cB 

(N/mm2) 
N 

(kN) sNy /cN0 

1 LD12n30R25 2.5 0.3 101 1078 1.88 
2 LD12n40R2 2 0.4 99.2 1429 1.91 
3 LD12n40R25 2.5 0.4 101 1438 1.88 

 

 

表-1 試験体一覧 
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図-3 応力 －ひずみ関係 
 

(a) 試験体 

 
(b) 柱脚部溶接詳細 (a) 鋼材 

 

(b) コンクリート 

 図-2 試験体形状 
 

Q

L R=( /L)



N

図-1 荷重条件 

凡例：LD12n30R25     LD12：lk/D =12     n30:n =0.3     R25:R =2.5% 
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・予熱温度：105℃ 
溶接金属は，ベースプレートに鋼管を埋め込む形

式としたことと溶接材料の入手の容易さから，母材

よりも強度の低いものとした．ベースプレート下面

は鋼管取り付け後，切削加工を施している． 
コンクリートの充填は，ベースプレート側から落

とし込みによって行い，打設後にベースプレート下

面と充填コンクリートが同一面になるようキャッピ

ングを施した． 

(3) 材料特性 

材料特性を調べるため，鋼材の引張試験，コンク

リートシリンダーの圧縮試験および中空鋼管短柱，

CFT 短柱の圧縮試験を行った． 
引張試験は H-SA700 の板材から切り出した JIS1A

号試験片により 3 片行った．引張試験の結果を表-3

に，代表的な応力―ひずみ関係を図-3 (a)に示す．降

伏応力度は 0.2%オフセット法により求めた． 
コンクリートの設計基準強度 Fc は 72N/mm2 とし

た．コンクリートの調合表を表-4 に示す．スランプ

フローの実測値は，59×57.5cm であった．コンクリ

ート圧縮強度 cBを表-1 に，代表的な応力―ひずみ

関係を図-3 (b)に示す． 
短柱圧縮試験は，試験体の材長を断面せいの 3 倍

の 375mm とし，中空鋼管短柱を 2 体と CFT 短柱を

1 体行った．表-5 に試験体一覧および試験体実測寸

法を示す．短柱圧縮試験は平押しとし，軸方向縮み

量を鋼管表面より 5cｍ離れた 4箇所に変位計を設置

することにより測定した． 

表-6 に短柱試験結果を，図-4 に荷重-変位関係を

示す．点線は軸剛性の計算値（=( sA・sE+ cA・cE) / L，
sE,cE：それぞれ鋼管，コンクリートのヤング係数）

で実験結果と概ね対応している．図中に局部座屈発

図-5 短柱試験体試験後写真 
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(a) 中空試験体 (b) CFT 試験体 

図-4 短柱圧縮試験による荷重－変位関係 

表-5 短柱圧縮試験体一覧ならびに実測寸法 

試験体 中空/CFT 
断面せい
D (mm) 

幅 
B (mm) 

板厚 
t (mm) 

材長 L 
(mm) 

鋼管断面積
A (mm2) 

R 部外径
Ro (mm) 

R 部内径
Ri (mm) 

No.1 
中空 

124.8 127.4 6.45 375.1 2935 
16.9 

10.45 
No.2 124.2 127.6 6.42 375.4 2916 10.48 
No.3 CFT 126.0 126.0 6.39 375.1 2905 10.51 

 
表-6 短柱圧縮試験結果 

試験体 中空/CFT 
Pmax 
(kN) 

sNy 
N0 

(kN) 

Pmax/ sNy 
Pmax/N0 

Pmax
(mm)

No.1 
中空 

2543 2322 1.10 4.70 
No.2 2516 2306 1.09 4.36 
No.3 CFT 3576 3568 1.00 2.52 

Pmax: 最大荷重，sNy：鋼管降伏軸力(=sy・sA)， 
N0：CFT 柱圧縮耐力，cB=99.8N/mm2として計算． 
Pmax：最大荷重時の変位 
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図-6 加力装置 
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生点を示す．中空鋼管短柱の場合は局部座屈発生後，

最大荷重をむかえ，その後荷重が低下している．CFT
短柱の場合は，局部座屈発生とほぼ同時に最大荷重

となり荷重が低下し，その後，荷重の再上昇がみら

れた．図-5 に試験体 No.1，No.3 の実験後の試験体

の写真を示す． 
 

(4) 実験方法 

 加力装置を図-6 に示す．1500kN 油圧ジャッキに

よって所定の軸力を載荷したのち，500kN 油圧ジャ

ッキによって水平力を加えた．また，構面外変位の

発生を防止するため，試験体自由端側の軸力ジャッ

キと試験体を接続するための治具に，構面外変位拘

束治具を設けている．変位の測定は図-7 に示すよう

にピン位置で水平変位を測定する 2 つの変位計で行

い，変位の制御もこれらの平均値で行った．試験体

にはひずみゲージを貼り付け，ひずみの測定を行っ

た． 
 

3. 実験結果と考察 
 

(1) 最大荷重 

 表-7 に実験結果を示す．表-7 中の最大荷重は正側，

負側における水平力 Q の最大値，Mmaxは正側，負側

における柱脚の曲げモーメントの最大値である．Mpc

は軸力の存在を考慮した全塑性モーメントの計算値

である．なお，Mpcの算定において R 部は考慮して

おらず D =B =126.0mm として計算した値である．い

ずれの試験体も全塑性モーメントに達していなかっ

た． 
 

(2) 水平力－部材角関係 

 水平力 Q－部材角 R 関係を図-8 に示す．図中◇印

は鋼管最外縁のひずみが初めて引張試験により得ら

れた降伏ひずみに達した点，△印は正側および負側

における水平力最大の点である．図-8 中の点線の直

線は塑性崩壊機構直線を示す．実線の直線は弾性直

線であり，軸力，せん断変形の影響を考慮し，全断

図-9 実験後試験体柱脚 
 

変位計 1 と 2 の 
平均値を水平変位，

軸縮みvとする． 

水平変位計測変位計 1（表） 
水平変位計測変位計 2（裏） 

軸縮み計測変位計 1（表） 
軸縮み計測変位計 2（裏） 

表-7 実験結果 

試験体名 
最大荷重

(kN) 
Mmax 

(kN・m) 
Mpc 

(kN・m) 

LD12- 
n30R25-C 

正 122.5 112.1 
124.4 

負 -125.9 -114.5 

LD12- 
n40R2-C 

正 105.6 100.7 
117.1 

負 -111.0 -104.6 

LD12- 
n40R25-C 

正 120.0 116.9 
117.6 

負 -116.2 -114.0 

 図-7 変位計取り付け位置 
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図-8 水平力 Q－部材角 R 関係 
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面有効で弾性として計算した初期剛性を表している．

それぞれ図中に□印で囲まれた回数で，同一振幅に

て繰返している．図によれば，いずれの試験体も荷

重が徐々に低下している．また，どの試験体にも局

部座屈が発生しており，フランジ面は，どの試験体

でも 1 サイクル目に局部座屈が発生している（表-8

参照）．また，表-9 に示すように亀裂も発生してい

る．図-8 中に矢印で亀裂発生点を示す． 
図-8 (a)に示す，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の試

験体は，正側と比較して，負側の方が荷重が著しく

低下していることが分かる．この試験体は，1 サイ

クル目にフランジに局部座屈が発生し，10 サイクル

目負側に角部に亀裂が発生し徐々に亀裂が拡がって

いった．また，25 サイクル目にはウェブにも局部座

屈が発生しており．亀裂および局部座屈が原因で，

耐力が低下していったと考えられる． 
図-8 (b)の n=0.4，R=2%の試験体は，1 サイクル目

でフランジに局部座屈が観察され，81 サイクル目負

側，85 サイクル目正側においてすべての角部に亀裂

が観察され，徐々に亀裂が拡がっていった． 
図-8 (c)の n=0.45，R=2.5%の試験体については，1

サイクル目にフランジに，3 サイクル目にウェブに

局部座屈が発生し，10 サイクル目負側において，角

部に亀裂発生が確認され，亀裂は次第に拡がってい

った．しかしながら，他の 2 つの試験体と比較して，

正側と負側の耐力低下状況に大きな差は見られなか

った．他の 2 体は，亀裂が角部からフランジ側とウ

ェブ側に拡がっていくのに対し，この試験体は局部

座屈変形が大きく，亀裂の進行はあまりみられなか

った．破壊形式の違いが耐力低下挙動に影響したと

考えられる． 
図-9 に，実験後の試験体柱脚の写真を示す．n=0.45，

R=2.5%の試験体の局部座屈変形が最も大きいこと

が分かる． 
 

(3) 軸縮み挙動 

a) 軸縮み－部材角関係 
 図-7 に示す方法で計測した軸縮みv から求めた，

軸ひずみ－部材角 R 関係を図-10 に示す．図中に矢

印で局部座屈発生点を示す．F はフランジ，W はウ

ェブを示す．また，+は正側，－は負側で発生した

ことを示す．□で囲まれた数字は，局部座屈が発生

したサイクル数である． 
図より，どの試験体も徐々に縮みが累積している．

図-10 (a)に示す，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の試

験体と図-10 (b)に示す，軸力比 n=0.4，部材角 R=2%
の試験体は，軸縮みが正側の方が負側より比較的多

く累積していることが分かる．負側では柱脚部に発

生した亀裂の大小の影響により軸縮みが減少してい

ると考えられる． 
b) 重心軸ひずみ挙動 
図-11 に各試験体の重心軸ひずみとサイクル数

の関係を示す．ここでの重心軸ひずみは，試験体の

ウェブ面にベースプレート上端から D/2(D は断面せ

い)のウェブ板要素の中央点に貼り付けたひずみゲ

ージで計測した，変位反転点におけるひずみの値で

ある．図中□印は正側，■印は負側の重心軸ひずみ

の推移を示す． 
図-11 (a)に示す，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の

試験体と，図-11 (b)に示す，軸力比 n=0.4，部材角

図-10 軸ひずみ－部材角 R 関係 
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表-8 局部座屈発生サイクル数 
No. 試験体名 フランジ ウェブ 

1 LD12n30R25 1回目正側 25回目正側 

2 LD12n40R2 1回目正側 93回目負側 
3 LD12n40R25 1回目正側 3回目正側 

 

表-9 亀裂発生サイクル数 
No. 試験体名 サイクル数 

1 LD12n30R25 10回目負側 

2 LD12n40R2 81回目負側 
3 LD12n40R25 10回目負側 

* 亀裂は R 部に発生した． 
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R=2%の試験体は，軸力載荷後から実験終了までの

重心軸ひずみの増加は最大で 0.3%程度であった．そ

して，ウェブに局部座屈が発生した後から，負側の

重心軸ひずみが小さくなっていることが分かる．図

-11 (c)に示す，軸力比 n=0.4，部材角 R=2.5%の試験

体はサイクル数の増加に伴い重心軸ひずみも増加し

ていることが分かる． 
 

(4) 多数回繰り返し特性  

a) ピーク荷重の推移 

図-12 にピーク荷重の推移（Qi/Qmax，Qi：i サイク

ル時の変位反転点荷重，Qmax：最大荷重）を示す．

図中○，●はそれぞれ荷重 Q の正側，負側の結果で

ある．図中に矢印で局部座屈発生点と亀裂発生点を

示す． 
図-12 (a)に示す，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の

試験体は，徐々に荷重が低下していたが，ウェブ面

に局部座屈が発生した後に荷重が著しく低下する傾

向が見られた．また，正側と負側を比較すると，27
サイクルから負側の荷重が著しく低下していること

が分かる．同様に，図-12 (b)に示す，軸力比 n=0.4，
部材角 R=2%の試験体も，徐々に荷重が低下してい

たが，亀裂が発生した後にウェブ面に局部座屈が発

生し，荷重が著しく低下した．また，正側と負側を

比較すると，負側の荷重が著しく低下していた．し

かし，その後は負側の荷重が 95 サイクルを越えたあ

たりから荷重の低下が緩やかになった．図-12 (c)に

示す，軸力比 n=0.4，部材角 R=2.5%の試験体は，正

側と負側で荷重低下の差はなく，サイクル数の増加

に伴い荷重の低下も大きくなっていた． 
b) 損傷状況と耐力劣化挙動の関係 

 表-8 と表-9 より，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%試

験体と軸力比 n=0.4，部材角 R=2%試験体は，フラン

ジに局部座屈が発生した後に，亀裂が発生し，その

後ウェブに局部座屈がみられたが，軸力比 n=0.4，
部材角 R=2.5%試験体は，フランジとウェブに局部

座屈が発生した後に亀裂が発生していることが分か

る． 
図-13 に実験後の試験体柱脚溶接部（フランジ面）

と実験終盤の実験中の c 面を示す．ここで a 面は正

側載荷時に引張側となり，c 面は正側載荷時に圧縮

側となる面である． 
図-13 (a)に示す，軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の

試験体と，図-13 (b)に示す，軸力比 n=0.4，部材角

R=2%の試験体は，前述したように，正側と比べ負

側の荷重が著しく低下していた．図-13 (a)，(b)の実

験後 a 面と c 面を比較すると，実験後 c 面の柱脚溶

接部の方が全体に大きく亀裂が生じていることが観

察され，正側と負側の荷重低下に亀裂の大小による

影響があったものと考えられる．一方，図-13 (c)に

示す，軸力比 n=0.4，部材角 R=2.5%の試験体は，実

験後 a面と c面の亀裂に大きな差はなかった．また，

図-12 ピーク荷重の推移 
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図-11 重心軸ひずみの推移 
(a) n=0.3, R=2.5% (b) n=0.4, R=2% (c) n=0.4, R=2.5% 
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亀裂は角部にのみ発生していたので，正側と負側の

荷重低下に差が出なかったと考えられる． 
 図-12 と図-13 から軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%
の試験体と軸力比 n=0.4，部材角 R=2%の試験体は亀

裂が耐力低下に大きく影響を与え，軸力比 n=0.4，
部材角 R=2.5%の試験体は局部座屈が耐力低下に大

きく影響を与えたといえる． 
 
(5) 限界繰返し回数 

表-10に，試験体の水平力が最大荷重の 95%，90%，

85%，80%に低下した時のサイクル数 N95%，N90%，

N85%，N80%を示す．これらを，本論では限界繰り返

し回数と呼ぶ．表中は塑性率（θ/θp：θ は振幅，θp

は塑性変位で弾性剛性と塑性崩壊機構直線の交点）

を示す．比較のため文献 7）で示した実験資料のう

ち実験変数，座屈長さ・断面せい比（lk/D＝10，14），
軸力比（0.3，0.4）の値が本研究と比較的近い試験体

を表-11 に示している．表-11 の試験体に用いられて

いる材料はBCR295と cB ＝56.7~76.6 N/mm2程度の

コンクリートである．また，試験体の命名則は表-1

に示すものと同様である． 
図-14 と図-15 に表-10 と表-11 の試験体の塑性率

と限界繰返し回数 N95% ，N80%の関係を示す．○印が

正側，●印が負側，□印が正側，■印が負側，△印

が正側，▲印が負側を示している． 
図によれば，塑性率と N95% ，N80%には明確な負の

相関がある．また，N95%の場合は，既往の試験体と

ほぼ同じような関係を示している．N80%の場合は，

本論の試験体の方が同等の塑性率の場合，N80%の値

が小さくなっていることが分かる． 

図-13 実験後試験体柱脚溶接部（フランジ面） 
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4. 結論 

 

建築構造用高強度 780N/mm2 鋼材（H-SA700）を

用いた角形 CFT 柱が一定軸力下で一定変位振幅繰

返し載荷を受ける場合の挙動を明らかにすることを

目的とし，軸力比，振幅を実験変数として曲げせん

断実験を 3 体行い，最大荷重，水平力 Q－部材角 R
関係，軸ひずみ－部材角 R 関係，重心軸ひずみ挙

動，多数回繰り返し特性を示し，耐力劣化挙動に及

ぼす局部座屈と亀裂の影響を明らかにした．得られ

た知見は以下の通りである． 
1) 軸力比 n=0.3，部材角 R=2.5%の試験体と軸力比

n=0.4，部材角 R=2%の試験体は，フランジに局部

座屈が発生した後に亀裂が発生し，亀裂が大きく

拡大した．よって亀裂が耐力低下に大きく影響を

与えたと考えられる．また，軸力比 n=0.4，部材

角 R=2.5%の試験体は，フランジ，ウェブに局部

座屈が発生した後に亀裂が発生した．軸縮み量も

多く局部座屈が耐力低下に大きく影響を与えた

と考えられる． 
2) 塑性率と限界繰返し回数 N95%，N80%の関係を示し

た．本論で行った H-SA700 を用いた試験体は，

BCR295 を使用した既往の試験体と同様に，塑性

率と限界繰返し回数 N95%，N80%には，負の相関関

係がある．N95%の場合は既往の研究結果と概ね同

じ関係となっており，N80%の場合は同等の塑性率

の場合，本論の試験体の方が，値が小さくなって

いた． 
今後，実験資料の蓄積と CFT 柱の損傷を考慮でき

る長周期地震動に対する超高層建物の安全検証法の

確立が望まれる． 
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STRUCTURAL PERFORMANCE OF SQUARE CFT COLUMNS  
WITH HIGH STRENGTH MATERIALS SUBJECTED TO  

CYCLIC LATERAL LOADING UNDER CONSTANT LOTATION ANGLE 
 

Daijiro FUJIOKA, Masae KIDO and Kota JYOZAKI 
 

The impacts of the Nankai Trough mega earthquake on the super high-rise buildings are concerned. 
Natural period of super high rise buildings are long and concrete filled steel tubular columns are 
commonly used in super high-rise buildings.  From this background, the flexural and shear experimental 
works of square CFT columns under constant lotation angle were carried out. Test parameters were the 
effective length - depth ratio, the axial force ratio, the width-thickness ratio, the strength of materials and 
amplitude of the lotation angle, however, the high strength 780N/mm2 steel for building structure 
(H-SA700) was not used in this studies.  The purpose of this study is to clarify the structural behavior of 
CFT beam-columns with H-SA700 steel under constant axial load and lotation angle.  

The test specimens are the cantilever columns subjected to the constant axial load and the lateral load.  
The number of the test specimens is three and the test parameters are the axial force ratio n=0.3 and 0.4 
and the lotation angle R=2% and 2.5%.  

Local buckling and cracks were observed in all specimens and the strength decreased gradually. In case 
of test specimens with n=0.3 and R=2.5% and n=0.4 and R=2%, local buckling occurred at the column 
flange followed by cracks at corners of the column section and the width of the crack increased. Hence, 
the strength decreased due to the cracks. On the other hand, in case of the test specimen with n=0.4 and 
R=2.5%, crack observed after occurrence of local buckling at the flange and the web. Therefore, the local 
buckling dominates the strength deterioration behavior.  The relation between the limit cycles and 
ductility factors indicates the negative correlation.   
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